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１．はじめに 

 

 情報システム(information system)は、「情報

メディア1」を取り扱う機能メカニズムとして技

術的に構築される情報処理システム2と、それを

取り巻く組織や制度、人々の意識などの文化的

な環境とが織りなす社会的事象の意味の連関と

捉えることができる。そもそも我々人間が社会

生活を営む上で必要な「情報」とは、現実世界

に存在する「情報メディア」そのものや、そこ

に表現された記そのもののことではなく、その

「情報メディア」を媒介として人々にもたらさ

れる社会的な意味と言える3。また、「情報」な

る対象のみならず、それを媒介する「情報メデ

ィア」を巡る一連の「システムとしての挙動」

として認知される情報システムも、ある文化環

境における特定の社会状況の中で意義付けられ

認知され得る実体を伴わない主観的な事象と言

える4。 

 「情報メディア」を巡るシステムとしての挙

動は、人々の社会生活の中で人間自身を介在し

てなされてきたわけであり、それ故に社会生活

の中で情報システムが当然視され、広く一般的

には認知されてこなかったわけである。ところ

が、「情報メディア」に対する一連の処理メカニ

ズムは、「情報」と同様に直接目で見たり感じた

りできない状況的事象であるにも拘わらず、通

信システムやコンピュータシステムといった機

械の動作により具象性のあるシステム的な挙動

として認知されるようになった。「メディア」や

「情報」を巡る議論や研究が、それらを複製し

模倣できる電気通信機器やコンピュータなどの

登場を契期に興隆してきたことからもこのこと

を窺い知ることができる5。 

 このことは、情報システムを成立させている

文化環境をも含めた社会的状況が、社会生活を

営む人々一般には日常のこととして当然視され、

ほとんど認知されないことと相俟って、「情報処

理システムをして情報システムである」との認

識を深めてきた要因とも言える。しかも同様の

認識は、今日の国際会議や国際的なビジネスの

場面での議論の端々でもよく耳にすることがで

き、日本のみならず、広く多様な文化環境の下

で同様になされているとこととも言えるのであ

る6。しかしそれ故に、情報システムの設計段階

で具体的な機能システムの実現方法のみが重視

され、情報システムとして「情報処理システム

(information processing system)」が実際に機

能するためには、その社会的状況との整合性こ

そが重要であるとの認識が深まらず、議論され
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にくい要因ともなっているのである。 

 しかしながら、情報システム設計を巡る歴史

的経緯を紐解いてみると、企業組織でコンピュ

ータシステム利用が始まったばかりの「情報処

理システム」の黎明期には、今よりも遙かに根

源的な情報システムの認識や捉え方、そのあり

方に関する議論がなされていたことを垣間見る

ことができる。同様に、それらの文献からは、

コンピュータシステムへの期待と共に、その未

知なる技術の適用方法についても本質的な議論

や考察がなされていたことを見出すことができ

る。それらは次第に整理統合され、形式的およ

び客観的な手続きからなる標準的な開発アプロ

ーチが提唱されるに至り、情報システム設計も

その枠組みの中で実施されるようになっていく

のである。このような状況が、一方では今日の

ような「情報処理システム」を多用する情報化

社会を導く原動力としても機能することとなる

が、他方では情報システムを「情報処理システ

ム」とみなす、現在の社会的文脈を形作る要因

ともなったと捉えることができるわけである。

このように、情報システムを巡る社会的文脈の

変遷を明らかにすることは、今日の情報システ

ムを巡る問題の根源を探り、その本質に迫るた

めに不可欠なことと言える。その意義において、

情報システム設計の枠組みとも言える情報シス

テム開発アプローチの歴史的経緯を、その社会

的文脈の変遷の要因として考察することは、情

報システムを巡る問題へのアプローチとして資

すると考えられるわけである。 

 以上のような背景に基づき、本論文では、情

報システムの機能メカニズムである「情報処理

システム」の開発に必要な要件定義を導き出す、

システム設計の取り組みの枠組みと言えるシス

テム開発アプローチに着目し、その社会的文脈

と設計対象の関係性を明らかにする。まず、情

報システム設計の歴史的経緯を概観することを

通して、設計が対象としてきた情報システムの

射程が機能メカニズムを中心に拡大しつつある

ことと共に、機能メカニズムを巡る事象との折

り合いを設計することが重要となりつつあるこ

とについて言及する。そしてこのような情報シ

ステム設計の変遷を捉え、分析するための枠組

みとして、情報システム設計の次元とその射程

との関係性をモデル化する。このモデルを用い、

情報システム設計の変遷をその設計対象に着目

した分析結果に基づいて、情報システム設計の

意義づけに関する歴史的経緯とその現状につい

て考察する。 

 

２．情報システム設計の射程の変遷 

 

 情報システムの開発プロセスは、新たなシス

テム化のニーズから始まり、システム化対象を

分析して要求を定義し、それに基づいた設計の

下で開発される機能システムとしての「情報処

理システム」を社会や組織へ実地に導入し、安

定的な運用へと至る一連のサブプロセスから成

り立つと捉えることができる。このような情報

システムの意義およびその開発経緯からして、

これらサブプロセスの中で最も重要視されるの

は、開発プロセスの最終段階であり開発の目標

とも言える、「情報処理システム」が安定的に運

用されている組織および社会の状況そのものと

言える。 

 機械的な「情報処理システム」と人間社会と

が織りなす情報システムの概念は、コンピュー

タが特別かつ高価な機械として導入が容易では

なかったその黎明期において活発に議論され、

その概念に基づいた開発プロセスのあり方や方

法論が見出されていた7。その適用方法を手探り

していた段階では、個々の開発プロジェクトに

おいて必然的にその有り様について考えざるを

得なかったことから、ある意味当然のこととも
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言える。実際、情報システム開発を計画する段

階での実施可能性調査(feasibility study)や、シ

ステム化対象の分析、そして要求定義に基づい

た情報システムとしての全体設計の重要性が声

高に述べられている8。 

 しかしながら、原理的に数値演算や定型的な

データ処理からなる業務への適用に限定されて

いる「情報処理システム」でさえ、当時の社会

的状況下ではそれ自体が非常に効果的であった

ことは創造に難くない9。このような機械的およ

びルーチン的なデータ処理を代替する仕組みを

通した情報システムの社会的な認知の高まりが、

情報システムの中心的存在としてのコンピュー

タを強く印象づけることともなり、その社会的

応用に拍車がかかることとなる10。そしてこの

ような捉え方が定着してゆくに従って、次第に

概念的な情報システムの議論は影を潜める一方

で、「情報処理システム」を情報システムと呼称

するコンピュータベンダーの広告宣伝の浸透に

より、「情報システムは情報処理システム（コン

ピュータシステム）である」との認識が一般化

することとなるのである11。 

 

２.１ 機能システムとしての設計 

 このような枠組みの下で、情報システムは基

本的に人間をシステムの主要な要素として含ま

ないコンピュータと通信技術とによる「機械的

な情報処理システム12」が司るとの見方が促進

されるようになる。何故なら、それまでの人手

によるルーチン処理的な業務を機械化すること

は、ハードウェアの処理能力や費用対効果の問

題として、技術的に困難ではあるものの、工学

的に解を導き出すことが可能な問題として定式

化できるからである13。このようにして、情報

システムの対象から人間系を外し、機械的に処

理可能な業務のみを形式的に扱うことで、まず

問題を明示的に定義し、明確な評価基準の下で

目標を定め、それを達成しようとする、いわゆ

るハードシステムズアプローチに基づいたウォ

ーターフォール型の直線的な開発アプローチ14

が提唱されるまでに至るわけである。これは情

報システムを「情報処理システム」という人工

物と捉えて、その開発計画から始まり、機能分

析、機能設計、情報処理システムの開発と導入、

そしてその運用・保守管理へと建物の建築工程

のように開発が進められるとの見方に基づいた

開発アプローチであり15、解決すべき問題が明

確に定義でき、代替案の設計および評価が行え

るほど十分にその問題の構造が明確であったか

らこそ可能であったアプローチと言える。 

 ところで、開発された「情報処理システム」

は単に寿命を迎えて廃棄されるのではなく、組

織や社会からの要請に応えて新たな技術を生か

した新たな「情報処理システム」の開発へと導

かれるというように、システム開発プロセス全

体をライフサイクル(SDLC16)として捉えるこ

とができる。現状分析からの要求定義に従う情

報システム開発は総て同様に捉えることができ

るため、SDLCは情報システム開発プロセスの

普遍的な見方と言える17。しかし、SDLCは「情

報処理システム」に関する狭い視点で捉えるこ

ともできるため18、ソフトウェアを工場生産ラ

インのように直線的に開発しようとするウォー

ターフォール型開発アプローチとも相俟って、

「情報処理システム」の開発の前提となるシス

テム計画段階での実施可能性調査、システム化

対象の分析、情報システムとしての全体設計と

いう一連の重要な活動を次第に形骸化してしま

うこととなるのである19。 

 このような背景の下で、情報システム開発は

「情報処理システム」の開発へとその姿を変え、

情報システム設計も、組織の人間活動システム

で中核の座を得た、「情報処理システム」の近代

産業的な生産性向上を目指しつつ、機能メカニ
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ズムとして設計がなされるようになるわけであ

る。総括すれば、当初の情報システムでは、人

間が行っていた処理を機械系が代替するという

システム設計がなされていたのであり、企業組

織や人間社会の方が、むしろそのようにして設

計された「情報処理システム」を受け容れられ

るように、対処していたと捉えることができる

のである。 

 

２.２ 現場要求に応える柔軟な設計 

 ルーチン業務を中心とした「情報処理システ

ム」が実現するのは、企業経営システムの枠組

みで日々遂行され、高度な意思決定を必要とさ

れない業務レベル20での情報システムである。

しかし、この導入は単にルーチン業務の遂行を

省力化するに留まらず、導入に向けた業務遂行

環境の整理統合作業による合理化をも促進する

ことともなるため、次第により上位の経営管理

レベルでの業務処理も整理統合されるようにな

り、そのレベルも視野に入れた「情報処理シス

テム」の開発が要望されることとなる21。この

ような「情報処理システム」の適応領域の拡大

は、完全に定型化できない半構造的な処理をも

含むこととなるため、それまでの機械的なデー

タ処理という枠組みではそれらの処理内容が捉

えきれなくなる。しかも、「情報処理システム」

の利用者や利用場面も多様化することと相俟っ

て、要求が増大し複雑化する要求定義を分析段

階で全て見出さなければならないウォーターフ

ォール型の設計方法では対処できなくなってく

る。つまり、それまで情報システムの社会的認

識を高めてきた、機能メカニズムとしての「情

報処理システム」では、要求される情報システ

ムが開発できないような社会的状況を導くこと

となったわけである。 

 そのような社会的要請に応えるべく、まずプ

ロトタイプシステムを開発して実験的な現場で

実地に運用し、そこで得られた観察データの分

析を通して「情報処理システム」とその導入組

織の双方を改善する作業をある期間繰り   

返して実施することで、目的とする情報システ

ムを開発するプロトタイピングアプローチ

(prototyping approach) が採られることとな

る。今日多くの人々が目にする外食チェーンの

店舗情報処理システム22や宅配便の物流情報処

理システム23なども同様のアプローチで開発さ

れている24。このアプローチは「情報処理シス

テム」を核としたボトムアップなものであるが、

情報システムの分析設計の段階で明示化および

文章化され難い、業務遂行過程での「情報処理

システム」と人間とのコラボレーションが実地

調査を通して円滑に図れるよう、双方の改善を

通して、目標とする情報システムの実現に向け

て歩み寄ることができる。ちょうど建物の建築

工程で、仕上がりつつある建築物を介して、開

発者と依頼者との間で完成像に関する意識合わ

せと仕様変更に対する合意形成ができることと

同じ効用をもたらすアプローチと言えるわけで

ある25。しかし、プロトタイプの製作とその実

験的な運用に費用も時間も必要とされることか

ら、むしろこのようにして開発された種々の適

用領域で定番となる「情報処理システム」が雛

形としてパッケージ化され、その既製の「情報

処理システム」をプロトタイプとして業務プロ

セスとの整合性が図られることともなり、情報

システム設計は簡素化され形式的なものへとな

ってゆくのである。そしてプロトタイピングは、

情報システム設計よりも画面設計や操作手順と

いった、「情報処理システム」のユーザインター

フェース設計における合意形成アプローチとし

て主に位置づけられるようにもなってゆくので

ある26。 
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２.３ 文化環境としての設計 

 定番としての「情報処理システム」の開発と

その社会への浸透は、人々に「情報処理システ

ムとしての情報システム」の社会的有用性を強

く認識させ、機械システムの操作技能や知識も

社会常識化することとなる。しかしその反面、

機能メカニズムが位置付く情報システムが認知

されることが少なくなり、形骸化した「情報処

理システム」が情報処理技術の進展に伴って相

互に結合されて複雑に拡大化され、取り込まれ

たデータも肥大化の一途を辿ることとなってい

く。このような情報処理環境の変化により、い

やが上にも、それまでになされてきた情報処理

のあり方を問い直さざるを得ない状況へと導か

れることになる。例えば、企業間での業務デー

タの交換には共通のデータ項目や形式だけでな

く、その定式化および数量化に関するルールの

共通化27が必要となる。個々の企業組織で使用

している「情報処理システム」に採用された伝

統的なルールや業務遂行手順は、多くの場合「情

報処理システム」登場以前のメディア環境での

やり方を模倣したに過ぎないものであるため、

電子的情報メディア環境に相応しいとは限らな

いからである。また同様に、個々の組織での伝

統的ルールも、その組織が運営されてきた以前

のメディア環境と社会的状況とにおいて形成さ

れてきたことであり、必ずしも現在の状況に相

応しいとは限らないのである。 

 本来、情報システム設計では、これらのこと

をも含めた分析と設計とがなされるべきことと

言える。しかし、そのような企業組織や行政機

関での仕事の進め方や扱うべき情報のあり方な

どを問うことは、機能システムのあり方とその

実現方策を中心とした「情報処理システム」の

設計では規定の事実とされ、設計の対象外とな

っていたわけである28。しかも、それまでの機

械的メカニズムとして対象を捉えるハードシス

テムズアプローチでは、このような合理性だけ

では議論しきれない問題にうまく対処すること

ができないのである。このような状況への対処

方法として、Checklandは、ハードシステムズ

アプローチに替わる問題解決のための新たな枠

組みである、ソフトシステムズアプローチを提

唱している。そして、情報システム設計という

問題も、新たな情報環境の構築問題として、こ

のアプローチによる解決が試みられるようにな

るのである。 

 ソフトシステムズアプローチは、明確に定義

されていない問題状況の改善を出発点とし、目

標の明確化ではなくシステムの定式化とモデル

構築を行い、代替案の選択ではなく概念モデル

を改良することを通して、現実世界で望ましく

かつ実行可能な改革案を創出することを目指し

た問題解決のための考え方の枠組みである。つ

まり、ハードシステムズアプローチのように問

題状況の解決策を論理的に導き出すのではなく、

概念モデルと現実の問題状況との比較を通して

実行可能で望ましい改革案を得ることを目的と

しているのである29。このような観点からして、

文化環境全体を情報システムと捉えた分析およ

び設計に相応しいアプローチと言える30。実際、

Checkland自身も、英国でいくつかのプロジェ

クトを遂行してその効用を示すと共に、問題解

決に先立ち、概念モデルを通して問題状況を分

析することの重要性を世に問うている31。 

 このように、社会の隅々まで「情報処理シス

テム」が行き渡ったところで、ようやくそれが

存立する情報システムをも射程とした設計アプ

ローチが現れてきたわけである。しかしながら、

「情報処理システム」が個々の企業組織に固有

のものから、企業組織間に跨るものへと拡大し

たことにより、情報システムも閉ざされた組織

を対象とするのではなく、ビジネスに関わる組

織全体に亘る情報基盤として設計せざるを得な
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くなった。しかもそのような情報システムの設

計は、ビジネスの仕組み自体と深く関与してい

るため、むしろビジネスそのものの設計と認識

され、ソフトシステムズアプローチもビジネス

や社会的問題の解決の方法論と捉えられるよう

になってゆくのである。その一方で、「情報処理

システム」が行き渡った環境では、現行の「情

報処理システム」の機能や利用方法、そして情

報システムでの位置づけなどが総て分析対象で

あるだけでなく、むしろそれを核として形成さ

れた文化環境を引き継ぐ形での「情報処理シス

テム」の設計が要望されるようになる。そのよ

うな社会的状況の変化の中で、このアプローチ

で設計されるビジネス自体の概念モデルは、ビ

ジネスモデルとして認知されるようになる一方

で、情報システム設計は、その概念モデルに描

かれたビジネスを支える「情報処理システム」

を含めた、具体的な情報基盤に関することと位

置づけられるようになってゆくのである32。 

 

２.４ 文化環境を射程とした設計 

 インターネット接続されたパーソナルコンピ

ュータ(PC)やスマートフォンの普及および進

展は、個人生活の中に「情報処理システム」を

浸透させると同時に、「情報処理システム」が介

在するコミュニケーション手段の利用を加速さ

せ、人々の日常的な情報行動に不可欠な社会的

情報基盤を形成することともなった。このよう

な社会的情報基盤の出現は、業界や業務内容、

組織の規模などによって異なっていた「情報処

理システム」の実現方法やその間での連携方式

などを、インターネット上で利用可能な標準様

式33に統一化する原動力ともなり、システム全

体の統合化が国境を超えた国際的規模で推し進

められることとなる34。しかも、既存の多様な

「情報メディア」が電子的に複製および制作さ

れ、「情報処理システム」でよりリアルに、かつ

時間や距離の制約も乗り越えて再現可能となっ

た。その上さらに、受発信装置でもありデータ

収集装置でもある携帯型情報機器を日常的に携

行して、世界各地の人々がインターネットを介

して常時接続されているような社会的状況とも

なった。 

 このような人々の日常生活全般への「情報処

理システム」の浸透は、単に利便性の享受だけ

でなく、それまでの仕事や特定の作業場面など

の範囲を超えて、人々が日常的に交わし合う「情

報メディア」を意義づける情報システムに対す

る問題意識を形成することともなり、情報シス

テムのあり方が問い直される契期ともなる。さ

らに電子的に複製されてゆく「情報メディア」

では、その身体性も消失していることから、交

わされる「情報メディア」そのものの信憑性や

発信者との関係性の担保、「情報メディア」の管

理責任や所有権、そして「情報メディア」の誤

解誤用に対する事前および事後対策など、それ

までの「情報メディア」とは異なる社会的な身

体性の確保が課題となる。しかし、「情報処理シ

ステム」がもたらす効用は、「情報メディア」の

合理性に基づいた自働化がもたらすことであり、

自働化を妨げることとなる身体性確認は相反す

る関係にあると言える。しかも、身体性の確保

には、個人の私的な情報や属性を提示および登

録する必要があり、それらも複製された「情報

メディア」となることから、情報の虚実を巡る

堂々巡りが深化していくことともなるのである。 

 このような連鎖の中で、意義のある情報シス

テムを構築してゆくためには、高度な技術に依

存した「情報処理システム」のみに頼るのでは

なく、「情報処理システム」が普及浸透した、社

会そのもののあり方を再設計することこそが重

要な課題であると認識され始めている35。しか

し、社会全体の問題状況を分析することは容易

ではなく、もし設計できたとしても、それを実
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施して目に見える効果が出るまでには、長い時

間が必要とされることとなる。情報システム設

計は、そのような環境の中で、「情報処理システ

ム」が対象としてきた業務の意味や、必要とさ

れる「情報メディア」の意義やその内容を問い

質し、現行の「情報処理システム」を根底から

覆して社会を混乱に導くのではなく、それを射

程としつつ質すべき内容を質す形で、徐々に意

義のある情報システムを形成する「情報処理シ

ステム」へと、変貌させる手助けをする役割に

変化しつつあると捉えることができるのである。 

 

３．情報システム設計の次元とその射程 

 

 情報システム開発を巡る歴史的経緯からわか

るように、情報システム設計を巡る社会的認識

は、その機能メカニズムである「情報処理シス

テム」が、その情報システムにおける位置づけ

の変化により変貌してきたと言える。そのため、

情報システムという用語と同様に、情報システ

ム設計も、その捉え方や射程が、それを使用す

る人の立場や視点、時代背景などによって大き

く異なっている。その相違は、情報システムと

して設計する対象だけでなく、設計すべき事項

やその取り組み方、そして設計活動のあり方に

まで大きく影響を及ぼしているため、議論を明

確に進めるためには、その用法や指し示す事象

についての整理が必要である。 

 情報システムが射程とする事象は、Burrell

とMorganによる社会学のパラダイム分類軸36

である主観的(subjective)と客観的(objective)と

の視点の差異の軸と、秩序・統制(regulation)

と対立・葛藤(radical change)という社会および

社会構造の捉え方の差異の軸とによって「社

会・文化」、「機能・技術」、「機構・制度」、「思

想・意識」の４つの視点からの象限に分類する

ことができる37。また、この４つの象限は図１

に示すような関係性の強弱を持ちながら相互に

関係しており、各事象への対処は、その関係性

より生ずるダイナミズムを、情報システム全体

に及ぼしていると捉えることができる38。 

 ４つの象限の中でも、特に「機能・技術」－

「思想・意識」の象限間と、「文化・規範」－「制

度・構造」の象限間に強い関係性を見いだせる。

人間－技術システムとして捉えられる、具体的

な機能メカニズムである「情報処理システム」

は、この一方の「機能・技術」－「思想・意識」

の象限間の強い関係性の下で開発されてきたと

言える。これに対して、もう一方の「文化・規

範」－「制度・構造」の象限間の強い関係性が、

その「情報処理システム」の社会的機能性やそ

れを使用する人々の社会的状況を生み出してき

たわけである。 

 このような射程とダイナミズムを持つ情報シ

ステムを設計するということは、ある社会的状

況下でこの４つの象限間のダイナミズムが定常

状態を保てるように、各象限に位置づけられる

事項の調整計画を立案することと捉えることが

できる。情報システム設計が必要となる事由や

局面は、その社会的状況によって種々考えるこ

とができ、主たる要因が位置付く象限の違いに

よって設計方法も異なることとなる。但し、設

図１ 情報システムの射程とそのダイナミズム 
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計の対象となるのは、あくまでも図１の左側に

位置づけられる客観的に対処可能な事象であり、

図１の右側に位置づけられる主観的事項は、設

計の前提事項や制約条件として考慮すべき事象

と言える39。 

 今日の情報システム設計は、端的に言えば、

電子的な情報技術を活用した効率的な機能メカ

ニズムを、その導入環境のダイナミズムを維持

できるように計画立案することとなるが、設計

しようとする情報システムは、対象とする事象

の社会的位置づけやその捉え方の相違によって、

その射程は図２に示したように変化すると考え

られる。まず、図2a)にあたる概念システムモデ

ル(conceptual model)の次元は、図１で示され

た情報システムの射程すべてを捉えたシステム

設計の次元である。この次元では、機能メカニ

ズムの技術的な実現方法よりも、むしろ機能メ

カニズムを巡る環境の整備や全体的な調和を図

るための手立てなどをも含む、システム全体の

実現可能性を見極めるための、情報システムの

全体像が設計されることとなる。つまり、概念

システムモデルの次元は、「現行システム」の分

析で得られる要求定義に基づいて設計される、

一般的な情報システム設計の次元を超越してお

り、新技術による新たな社会基盤の設計や新規

事業としてのビジネスシステム設計などのよう

な、特別な状況における情報システム設計の次

元と言えるのである。 

 図2a)とは反対に、機能メカニズムの実現と導

入を中心とする「情報処理システム」の開発の

みを射程とした情報システム設計の次元が、図

2c)にあたる機能システムモデル(functional 

model)の次元である。この次元では、全体像と

しての情報システムは、むしろ普遍的なこと、

あるいは機能メカニズムの導入に適合的なこと

として捉えられているため、設計対象に含まれ

ないこととなる。ウォーターフォール型の「情

報処理システム」開発アプローチが立脚してい

た考え方といえ、処理内容や適用する問題の構

造が明確に定義された機能メカニズムを実現す

るための設計がなされるが、多様な利用者にサ

ービスを提供するような「情報処理システム」

の設計には適していない。それにも拘わらず、

図２ 情報システム設計の次元とその射程 
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今日開発される多くの情報システムの設計はこ

の次元に位置づけられると言える。その理由は、

数多くなされている個人的な情報システムや、

利用者が限定的な小規模組織での情報システム

などの設計は、機能メカニズムを巡る事象が限

定的または個別的に対処可能であり、技術的な

実現性こそが設計の中心的課題となるからであ

る。なお、電話やインターネットなどの社会情

報基盤や、データベースのような基盤となる「情

報処理システム」は、コンピュータベンダーや

情報処理技術者により、社会的に決められた仕

様に従って技術的に設計されるわけであるが、

仕様策定段階を視野に含めれば、図2a)の概念シ

ステムモデルの次元での設計と捉えることがで

きる40。 

 図2b)にあたる論理システムモデルの次元は、

これらの両極端な次元の中庸に位置するシステ

ム設計の次元である。論理システムモデル

(logical model41)とは、「情報処理システム」が

対象とする機能メカニズムを技術的実現性の観

点から捉えるのではなく、具体的処理方法や利

用機材といった現実世界での制約から脱却し、

論理的な意味で捉えた処理機構として表現した

モデルを意味している。論理システムモデルを

用いることで、設計対象である「情報処理シス

テム」の、その情報システムにおける、本質的

な意義を検討できるからである42。図2b)の次元

の設計では、図１に示された情報システムの射

程を視野に入れつつ、その射程全体を設計する

のではなく、その射程全体を見据えた新たな機

能メカニズムの設計を目指すこととなる。その

ためこの次元は、SDLCにも示されているよう

に、「情報処理システム」は白紙に描かれた理念

に基づいた理想解として開発されるのではなく、

現行の「情報処理システム」を参考にしつつ、

多くの社会的制約条件下での妥協案として開発

されるとの考え方に即した、現実的でありかつ

本質的な情報システム設計の次元と言えるので

ある。 

 

４．情報システム設計の意義づけに関する考察 

 

 理念的な概念設計と技術的な機能設計との中

庸の次元に位置する情報システム設計は、その

位置づけ故に種々の捉え方がなされ、社会変化

に伴って、その次元と射程とが変遷してきたと

いうことができる。前述した情報システム設計

の歴史的変遷をこの次元の観点で捉え直してみ

れば、社会的なコンピュータシステム利用の黎

明期のように「情報処理システム」のあり方そ

のものを議論し、利用方法を模索していた段階

は、図2a)に示したような概念システムモデルの

次元の情報システム設計として位置づけること

ができる。これに対して、数値演算や定型的な

情報処理に的を絞った機能要件がまとまり、ウ

ォーターフォール型で開発される「情報処理シ

ステム」を中心とした情報システム設計は、図

2c)に示したような機能システムモデルの次元

での取り組みである。「情報処理システム」の位

置づけを手探りしていた時期には、このような

理念的立場と実務的立場の双方から異なる次元

での設計がなされ、その立場や主張のせめぎ合

いがなされていたのである。 

 そのような状況の中で、コンピュータシステ

ムの適用範囲や当時の技術的限界が次第に明ら

かになる一方で、「情報処理システム」の開発工

程に対する生産性向上が求められるようにもな

ったことから、近代産業構造の中で、図2c)のよ

うな機能システムモデルの次元での取り組みが

主流となり、概念システムモデルの次元での設

計は、学術研究のような理念的な取り組みと捉

えられるようになるのである。そして情報シス

テム設計においては、機能メカニズムを実現す

るための技術的知識や技能が要件として重要視
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されるようになり、その技術的および機械的な

実現可能性を射程とした、正に機能システムモ

デルの次元での計画立案がなされるようになる

わけである43。 

 「情報処理システム」の普及とその技術的進

展は、それまでの定型的な情報処理の自働機械

化という考え方の枠組みを超え、企業組織での

業務プロセスを合理化すると共に、新たな価値

を提供するための仕組みと捉えた情報システム

設計への取り組みを萌芽させることとなる。そ

のような取り組みは、黎明期での取り組みと同

様に、図2a)の概念システムモデルの次元での設

計ということもできる。しかし、黎明期のそれ

と大きく異なるのは、企業の経営活動を司る情

報システムにおける「情報処理システム」の機

能的役割が、経営活動そのものを円滑かつ合理

的に遂行するための手立てとして、明確に位置

づけられていたということである。そのため、

情報システム設計としては、要求された機能メ

カニズムを単に実現するだけでなく、新たな経

営活動としての概念システムモデルの中で、期

待された機能性を実証的に実現してゆく取り組

みが必要となり、その具体的なアプローチとし

て、プロトタイピングが編み出されてきたと捉

えることができる。その意味から、プロトタイ

ピングは、情報システム設計が位置づくべき、

図2b)の次元での最初の取り組みということが

できるのである。 

 しかしながら、そのようにして設計された情

報システムが、その「情報処理システム」を通

して具体的な企業活動として認知されるように

なると、実績がある「情報処理システム」の機

能システムモデルを雛形とした設計が、数多く

なされることとなる。これも近代産業構造での

効用によるものと言えるが、工業製品の標準化

は開発工程の生産性を向上し、経営活動の標準

化は業務を合理化して経営効率を向上すること

に繋がるからである44。そのため、多くの情報

システム設計は、図2c)の次元での取り組みに止

まったままであったと考えられるのである。そ

してこのような状況が、既存の「情報処理シス

テム」の改良を中心とするような発想に陥る要

因ともなり、本来経営戦略に沿って開発される

はずの企業情報システムが、戦略的情報システ

ム45やBPR46というような概念を提唱しなけれ

ばならないほど、組織環境と乖離してしまうこ

ととなったとも考えられるのである。 

 しかも、このような情報システム開発アプロ

ーチの歴史的経緯が物語るように、図2c)の次元

に位置づけられるハードシステムアプローチの

限界を克服するアプローチとして登場した、ソ

フトシステムアプローチによる図2a)の次元の

設計は、定型的な「情報処理システム」とそれ

に適合する組織環境とが普及浸透した社会状況

における、通常の情報システム設計にはむしろ

大仰過ぎる設計の次元であるため、設計次元の

ミスマッチを生じたと考えることができる。ソ

フトシステムズアプローチで描かれる、概念モ

デルとしての情報システムがそのまま実現され

ることよりも、むしろその概念モデルを射程と

しつつ、現行の情報システムを引き継いだ形で

の情報システムが、現実的な設計として望まれ

ているからである。それ故に、ソフトシステム

アプローチは、情報システム化計画そのものを

策定するビジネスモデル設計や、社会問題解決

のための方法論として位置づけられるようにな

ったとも考えられるのである47。 

 しかしその一方で、「情報処理システム」が日

常的に利用されるような環境は、日常空間に身

体性を脱した「情報メディア」を氾濫させるこ

ととなり、そのことが経験的知識の形成を妨げ

ると同時に、それに基づいて人々が主観的に捉

えてきた、情報システムの身体性を喪失させる

ことともなる。そのため、提供される機能メカ
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ニズムを人々が認知し、情報システムに息づか

せることができるように、その文化環境におけ

る身体感覚に合致した「情報処理システム」の

設計が求められることとなったと考えられる。

そのような「情報メディア」の身体性が失われ

た文化環境では、単に機能を提供し実現方策を

計画立案する以前に、その機能やそこで必要と

される情報（データ）の必然性が問われ、機能

メカニズムの意義が問い質されることとなるか

らである48。 

 このような経緯を経て、情報システム設計は、

情報システムの射程全体を設計するのではなく、

その射程全体を見据えた機能メカニズムを計画

立案する、本来的な意義でもある図2b) に示し

たような、中庸としての次元に位置づけられる

こととなったと考えられる。裏を返せば、そも

そもこのような位置づけにあるが故に、情報シ

ステム設計の射程として捉える事象や、そのシ

ステム的なダイナミズムの捉え方が、明確に定

義されてこなかったとも言えるのである。実際、

この次元での設計に際しては、現行の「情報処

理システム」を論理的に分析することを通して、

その機能メカニズムの情報システムの中での位

置づけを明確にすると共に、射程全体を見据え

た設計を実施するための方法論が提案され、実

践的に用いられている49。それらの方法論は、

単なる機能分析から脱却して、情報システムに

論理的に位置づけられる機能メカニズムの設計

を目指したものと捉えることができる。 

 しかしながら、必然的に情報システムを巡る

社会的文脈の分析を伴うこととなるため、情報

システムが息づく文化環境の相違により、その

射程や視点が異なるであろうことは想像に難く

ない。実際、英国や北欧を中心とする欧州地域

では構造化分析50が用いられ、米国を中心とす

る日本を含めたアジア太平洋地域ではオブジェ

クト指向分析51が用いられている52。そればかり

でなく、英国や北欧では社会的取り組みを射程

とした社会学的分析が、米国では企業経営的取

り組みを射程とした経営学的分析が、そして日

本では技術機械的取り組みを射程とした工学的

分析が、それぞれ中心的になされていると捉え

ることができるのである。情報システム設計は、

その社会的状況と整合性を保てる「情報処理シ

ステム」の開発指針であり、具体的方策を策定

しなければならないことからすれば、社会的文

脈を重視するこの次元でのシステム設計のあり

方が、このように大きく相違していることはむ

しろ自然とさえ言える。そして、その相違を前

提とした情報システムの議論こそが、その本質

に迫る手掛かりを与えてくることになると考え

られるのである。 

 

５．おわりに 

 

 今日の「情報処理システム」は、一般的にネ

ットワークで結合されたコンピュータシステム

で形成されるため、人々が受発信する「情報メ

ディア」の記録、検索、加工、伝達などの、ほ

とんどの外形的な処理を担っているといっても

過言ではない。このような「情報処理システム」

は、PCやスマートフォンのような個人端末機器

と、インターネットに代表されるネットワーク

通信基盤の普及により実現可能となったと言え

る。しかし、個人端末機器とネットワーク通信

基盤の普及が、必ずしも、人々がネットワーク

接続された個人端末で構成される「情報処理シ

ステム」を常用する、今日のような社会環境を

形成したとは言えない。むしろ、そのような情

報処理システムを受け容れる素地のある情報シ

ステムが、社会的状況として形成され、人々に

認知されつつあったことこそが要因と考えられ

るのである。 

 「情報処理システム」の成り立ちを回顧すれ
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ば明白なように、それはそもそも人々が行って

いた「情報メディア」に対する外形的な処理を、

手早く効率的に代替することを目途として開発

されてきた。裏を返せば、人々が日常的に行い、

その社会的な意味を理解している処理であるか

らこそ受け容れられ、利用されるようになった

とも言えるのである。そもそも、SDLCでのシ

ステム分析プロセスでは、現行での「情報メデ

ィア」の処理方法と利用者との関わり方とが分

析対象であり、分析を通して外在する「情報メ

ディア」を巡る処理の機械側での分担と、人間

と機械との協調作業の進め方を要求事項として

明示化する。このように、情報処理システムの

開発は、既存の処理システムに基づいて進めら

れるのである。 

 この設計段階で明示化されることは、情報処

理システムの設計図としての機能要件であり、

「情報処理システム」に対する機能的な完成シ

ステム像と言える。多くの人工物設計と同じよ

うに、設計段階での要求項目は、技術的のみな

らず経済的制度的な多様な制約条件の下で、修

正を余儀なくされたり、要求順位を変更したり、

挙げ句の果てには、要求そのものを見送らざる

を得ない状況さえも発生することは想像に難く

ない。しかし、同じ人工物でありながら、目に

見えるハードウェア部分よりも、目に見えない

システム的な挙動が重要となる「情報処理シス

テム」では、その仕様変更に対する理解や妥協

を得ることが難しいだけでなく、要求通りに出

来上がったとしても、成果物として妥当な評価

が得られる可能性は高くない。それは、既に設

計段階で始まっているといえ、開発者と依頼者

とで合意された要求事項に基づいた、設計図と

しての完成システム像が主観的な産物に過ぎず、

両者間で同一ではないことが多いからである。 

 そのため、これまでの情報システム設計にお

いては、完成システム像を一致させることに心

血が注がれ、開発者と依頼者との相互理解や要

求事項の詳細化が図られてきたわけである。完

成システム像は具体的なモデルをより詳細に描

く程に一致をみることになるが、その反面モデ

ル作りに手間も時間もかかるという本末転倒な

状況ともなってしまう。それは、機能的な「情

報処理システム」をして情報システムを設計し

ようとする考え方と同じであり、むしろ反対に、

多くの議論を重ねることでしか到達できない概

念モデルでの意識の一致こそが、その本質的な

解決への近道ともなるのである。その意味から

しても、近年漸く位置づけられるようになった、

理性的な概念モデルと技術的な機能モデルとの

中庸としての情報システム設計の次元は、これ

までの設計上の問題へ本質的に接近するために

相応しい位置づけと言えよう。 

 日本でもこのような情報システム設計を巡る

潮流の影響を当然受けてきているものの、情報

システム設計は、経験に基づくノウハウや社会

的文脈の中での暗黙知のような、現場での実践

的知識および技能であるとの見方が現在でも強

く感じられる。それは、日本で求められている

多くの情報システムが、暗黙知としての社会的

文脈から逸脱しない機能メカニズムを中心とし

た、伝統的なシステムとして息づいていること

が要因と考えられる。その観点から見れば、日

本での情報システム設計は、開発される「情報

処理システム」が受け容れられる、社会的文脈

を構築するための方策や手立てとして捉えるこ

とができる。それは、図2b)の破線側に位置する

事象であり、同じ次元の取り組みとは言え、図

2a)に位置づけられる、技術主導型で開発される

機能メカニズムを擁護するための取り組みと捉

えることができるのである。そしてこの取り組

みの下で、現行の機能システムを改善すること

に注力されてきたとも考えられよう。実際、日

本では論理システムモデルを策定するためのシ
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ステム分析過程でも、米国と同様なオブジェク

ト指向分析が注目され多用されているとはいえ、

その中心は機能メカニズムの性能や利用場面に

応じたインターフェースのようなミクロな分析

であり、概念システムモデルによるマクロな分

析の場面では、抽象的な「システム概念図」を

描く程度に留まっていることが多いように見受

けられる。このような状況にも拘わらず、情報

システムが機能している実情こそが、日本の文

化環境と調和した状態であり、またその文化環

境が、論理システムモデルでの設計の次元での

取り組みを、その根元的な意義とは異なる視点

での実践へと導く要因でもあると考えられるの

である。 

 本論文での議論が、今後の日本での情報シス

テム研究および情報システム設計のあり方を巡

る議論の一助となれば幸いである。 
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注 

 

1  情報を外在的に仲介するものをメディアと定義する

ならば「情報」を付すことは冗長であるが、所謂マス・

メディアやメディア産業としての誤認識を避けるため、

敢えて「情報メディア」と表現する。 
2  コンピュータおよび通信技術による機械的システム

を狭義の情報システムと呼ぶことがあるが、本論では

議論を明確に進めるため、このような狭義の機械的シ

ステムを情報処理システムと記して、文化環境をも含

む広義の情報システムとは区別する。 
3  単に動物的生存本能としての反応や解釈だけではな

いことが、情報システムの認識を複雑にしているわけ

であるが、文明の発展と文化的営みの深化と情報シス

テムが不可分であることを物語っている。 
4  そのため、これまで情報システムという用語が多様な

視点や範疇で都合良く利用できたわけで、逆に明確か

つ普遍的に用語が定義されて来なかった理由でもある。 
5  このような機械の登場以前にも、思想家や哲学者は認

識や存在に関する思考実験において、情報やメディア

について議論している。但し、「情報」および「メディ

ア」という用語による議論ではない[神沼, 内木 1999, 

pp.27-31]。 
6  情報システムに関する国際会議での、議論の争点や研

究者達の問題意識の類似性より類推できる。 
7  内木 2011, pp.29-31. 
8  日本企業でコンピュータシステムが利用され始めた

1960 年代における文献[松本, 大芝 1968, pp.69-130]

では、企業活動全体をシステム的に捉え直し、そのサ

ブシステム、あるいはその機能を構成する要素の一つ

としてコンピュータシステムを捉えて議論しており、

コンピュータシステムを中心としたベンダーの考え方

は本末転倒とさえ述べている[ibid, p.72]。 
9  この当時、大企業組織ではこのようなルーチン的業務

処理に多大な時間を費やしており、それを処理する専

従者も多数雇用していた。日本の多くの銀行での窓口

業務が午後 3 時に終了するのも、閉店後に業務処理を

していた時代の名残であるが、現在でも日本の社会通

念となっていることは、歴史的経緯とはいえ、興味深

い社会現象である。実際、コンピュータシステムの普

及が始まった 1970 年代でさえ、経営情報システムで

の設計の重要性が「設計の新展開」として述べられて

いる状況であった [前川, 島田, 井上 1977 pp.32-59]。 
10  1960 年代の MIS ブームがそれに当たるが、その後も

OA ブームや AI ブーム、SIS ブームなど枚挙に暇がな

い。 
11  ibid, pp.31-33. 
12  この当時、コンピュータによる業務処理は

EDP(Electronic Data Processing)と呼ばれ、大企業や

行政機関などの大きな組織には EDP 部門や EDP 課

（室）という部署があった。 
13  この点は当時、非常に重大な問題であったであろうこ

とは想像に難くない。 
14  waterfall model の名の通り、滝が流れるように途中

工程で後戻りすることなく、最終工程まで逐次的に直

線的にシステム開発を進めるとするモデル。 
15  神沼, 内木 1999, p.105. 
16  System Development Life Cycle の略。現在では、情

報システム開発のライフサイクルとして、より上位の
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概念で捉えられることが多く、 Avison らも

Information System Development Life Cycle として

SDLCを取り上げている[Avison and Fitzgerald 2006, 

p.31]。 
17  Avison らも同様の捉え方で解説している [ibid, 

pp.31-44]。 
18  当時は、ソフトウェアの工業製品化を推進する目的か

ら、むしろ狭い意味合いで提唱されたものと考えられ

る。その意味で、SDLC は「情報処理システム」の伝

統的な開発サイクルとして捉えられ、日本では古くさ

いウォーターフォールと同様のアプローチとして蔑ま

れもしている[神沼, 内木 1999, p.105]。 
19  特に日本では、社会で注目されている特定の情報シス

テム開発方法についてのみ解説した文献がほとんどで、

教科書はおろか、Avison らによる前掲書のような開発

方法論を網羅的に解説した書物も見あたらない。実際、

Avison らの本は、国際的に情報システム開発論の教科

書として定評があり、既に第 4 版まで出版されている

にもかかわらず、翻訳大国日本でその訳書が出版され

ないこと自体、社会的に開発方法論が求められていな

いことを如実に示していると言えよう。 
20  Anthony は広義の情報システムとして、経営戦略的

計画を遂行するトップマネジメント、実務的経営管理

を遂行するミドルマネジメント、日常的業務を遂行す

るロワーマネジメントの３層からなる、企業情報シス

テムの概念モデルを提示している[Anthony 1965, 同

訳書, p.27]。 
21  この考え方の延長で、「情報処理システム」は経営者

の高度な経営意思決定を支援する道具へと発展すると

考えられ、人工知能や知識システムの研究開発が続け

られてきたわけであるが、実際の企業情報システムは

その方向には進展しなかったと言える。 
22  日本では㈱すかいら～くの受注精算情報処理システ

ムが先駆的なものであった。 
23  クロネコヤマトのシステムは実験サイトで運用した

わけではないが、黎明期の宅配便は規模が小さく荷物

も少量であったことから、最初の POS システムが稼働

する以前のサービス立ち上げ当初のシステムは、パイ

ロットシステムと捉えることができる[石橋, 高尾 

2005, http://www.kuronekoyamato.co.jp/company/ 

30th/index.html, accessed 28 Jan. 2014]。 
24  JR（国鉄）の座席予約システムも、開発当初は実験

を繰り返して導入されており、同様のアプローチによ

る開発と捉えることができる[金子 2005]。 
25  建築途上の建造物が開発者と依頼者を橋渡しするメ

ディアとなるため、開発の進捗に伴って見解の相違は

少なくなり、最終段階での仕様変更は特別な場合を除

いて発生しない。 
26  プロトタイピングが提唱されてからかなり経過して

執筆された文献[Gibbs 1997, 同訳書, pp. 29-30]にも、

このような一見遠回りに見える開発プロセスが目的と

する情報システム開発する上ではむしろ近道で、コス

ト的にも最終的には安価であり、これまでこのアプロ

ーチが正当に評価されて来なかったことが指摘されて

いる。 
27  些細なこととしては、数え初めを０とするか１とする

か、項目をアルファベット順にするか逆順にするか、

あるいは大小どちらから並べるかといった事項である

が、組織によってはそもそもデータ化していない項目

を追加したり、必須としていた項目を削除したりする

ことも必要となる。 
28  Checkland はこのことについて「情報システムへの

SSM の主な貢献は、システムの創造に先立つ重大な質

問に応えることである。この重大な質問は、情報シス

テムの研究ではあまり取り上げられていないものであ

る」と述べている[Checkland and Scholes 1990, p.53, 

同訳書 p.71]。 
29  生態系に代表される複雑な対象の場合には、ある決定

が思わぬ副次的効果につながることがよくある。社会

システムのような人間活動システムは、生態系と同様

に決定すべき要素間に多くの複雑な関係があるため、

対象の構造が明確ではない。従って、システム工学の

ように明確に定義された、工学的な問題向けの「ハー

ド」なアプローチをそのまま用いることは困難である。

そこで、社会システムのような曖昧で「ソフト」な問

題に適用するための方法論としてソフトシステムズア

プローチが提唱されたわけである[Checkland 1981, 

pp.149-155, 同訳書 pp.167-174]。 
30  Checkland 自身も、ソフトシステムズアプローチの最

も相応しい対象のひとつとして、情報システム開発を

挙げている[Checkland and Scholes 1990, p.53, 同訳

書 p.71]。 
31  Checkland が携わったプロジェクトでの成果は、前掲

書に詳述されているが、その他にも情報システム開発

をテーマとした文献[Checkland and Holwell 1998]が

出版されている。 
32  この頃(1980 年代)より、企業情報システムの研究は

MIS (Management Information Systems)から IS 

(Information Systems)へと呼称を改め、現在に至って

いる。それは、情報処理システムそのものが企業活動

に変革をもたらすとした、それまでの議論からの脱却

を図り、むしろ本来議論すべきテーマにようやく到達

したと捉えることもできる。MIS 研究については、所

謂 MIS ブームが沈静化しつつあった、1960 年代後半
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には既に文献[Ackoff 1967]のような論文で批判がなさ

されている。 
33  html や TCP/IP のように、インターネット上でのサ

ービスの提供や享受に必要な標準的表現方法や手続き

のことで、現在の多くの「情報処理システム」が組織

の内外に拘わらず利用している。 
34  電話やテレビなどの通信システムでは、国や地域毎に

異なる通信手順やコード化方式が採用されていたこと

からしても、接続器具の形状をも含めて、インターネ

ット上の標準様式が全世界共通であることは大変興味

深い状況といえよう。 
35  国際会議でも一部で議論がなされているが、国や企業

の利害関係がからむ複雑な問題であることから、近代

産業的成果の集大成である「情報処理システム」に立

脚する現実的な情報システムとしての議論には、限界

と困難とがつきまとう。 
36  Burrell and Morgan 1979, pp.19-37, 同 訳 書 

pp.26-46. 
37  内木 2009, pp.12-15. 
38  内木, 趙 2010, pp.40-42. 
39  技術や知識の供与によって人々の意識が変化するこ

とや、制度設計によって行動規範に影響が生ずる可能

性もあるが、それらの多くは、別の目的でなされたこ

との意図せざる効用を、後で理由付けしていることが

考えられる。 
40  実際の現場では、このような社会情報基盤となる大規

模情報システムは、技術的機能的改訂が中心で、概念

システムモデルの次元での設計がほとんどなされてい

ないという実態も窺える。そのため、この類の情報シ

ステム設計を図 2c) として捉えることも、あながち間

違いとは言い難い。 
41  論理システムモデルは現行の物理システムをその処

理の論理的意味として表現したモデルと言え、以下の

ように説明される”logicalization”プロセスを通して得

る。This involves abstracting away from physical 

details to leave the bare-boned logic of the system 

[Curtis 1995, p.322]。 
42  このような思考活動から得られる理性的な概念によ

り、単に表面的な機能性だけでなく、その組織や社会

が真に求めているシステムを創造できる[Curtis 1995, 

pp.322-324]。 
43  機能メカニズムの設計に際しては、その経済的コスト

や制約も考慮すべき事項として含まれるが、むしろそ

の制約条件を克服できる技術や機材の選定および実現

方法として設計されよう。 
44  日本ではこの段階での標準化は推進されておらず、そ

の理由としてはパッケージソフトウェアの日本語化が

なされていないことや、他国との経営法務の相違など

が挙げられていた。しかし、グローバル化が進展し、

企業間の合併や業務提携等で業務間の垣根が低くなっ

た現在でも、状況はあまり大きく変わっておらず、む

しろ文化や人々の意識のような別の要因によることが

考えられる。また、必ずしも経営の標準化や合理化が

良いわけでもないことは、欧米に較べて合理的でない

日本の金融機関が2008年の所謂リーマンショック後

も生き残り、国際的に見ても相対的にダメージが少な

かったことが如実に示している。 
45  企業情報処理システムは経営戦略を遂行するために

開発されるわけであり、そうでない情報処理システム

はそもそも経営には役立たないはずである。この時に

提唱されていたことは、それまでの経営管理という視

点からの、積極的に競争優位に立とうとする経営戦略

の転換である。 
46  Business Process Re-engineering のことで、情報処

理システム開発には、企業組織の業務プロセス自体を

再検討することが不可欠であることを再認識させる、

ビジネス的スローガン。 
47  Checkland は、”design”という用語は求められている

ものが具体的に分かっていることを意味することから、

ソフトシステムアプローチでの情報システムの設計活

動は、対象とするシステムを考え出す活動を指し示す

用語である ”create” が相応しいと述べている

[Checkland and Scholes 1990, p.53, 同訳書 p.71]。 
48  それこそが、後述する構造化分析で論理システムモデ

ル(logical system model)を描画し、オブジェクト指向

分析で概念モデル(conceptual model)を描画する根元

的な意義と言える。 
49  設計される論理システムモデルの良否は、設計者の知

識や経験によって大きく左右されるため、このような

観点での情報システム設計を担える、専門家を育成す

る取り組みが不可欠といえる。 
50  構造化分析で作成される「論理システムモデル」は、

必要な処理プロセスを物理的な実現方法に依存しない

形で、その論理的な意味を表す言葉を用いて記す

[Curtis 1995, p.322, Downs, Clare, Coe 1988, 同訳書 

p.35, Cutts 1991 pp.119-125]。 
51  オブジェクト指向分析で作成される「概念モデル」は、

システムが対象とする問題領域における、さまざまな

概念を記述した文章とモデル図であり、並行性や分散

性、永続性などの「実装の詳細に依存しない形」で明

確に記述したもの [高橋 , 衣川 , 野中  2008, p.45, 

Avison and Fitzgerald 2006, pp.113-116]。 
52  近年では、WWW やスマートフォンなどの上で稼働

するアプリケーションが多数開発されるようになり、
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その開発と親和性の高いオブジェクト指向分析が国際

的に利用されるようになってきた。それもまた、世界

を巡る文化環境の変化として捉えることができよう。

但し、このようにして国際的に同一化されつつある文

化環境は、ネットワーク化された個人端末環境を、「ビ

ジネスモデルとしての情報システム」に位置づける形

で形成されていることに、注意を向ける必要があろう。 
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